（別添１）
第１　導入効果の算定方法
１　事業導入効果の測定は、原則として次式により行うものとする。

　　なお、既存施設等の廃用に伴う損失がある場合には、妥当投資額から廃用損失額を控除した額を総事業費で除することにより投資効率を算定するものとする。

	　　　　　
投資効率＝　
	妥当投資額－廃用損失額

	
	総事業費


　　２　妥当投資額の算定は、次により行うものとする。

　　（１）妥当投資額は、次式により算定するものとする。

　                           

	　　　　　
妥当投資額＝　
	年総効果額

	
	還元率


　　（２）妥当投資額の算定に用いる年総効果額は、第２に掲げる効果項目ごとの年効果額を合算して　　　　　算定するものとする。

　　　　　また、第２以外の効果項目について、その発生が明らかであり、かつ算定が可能な場合は、　　　　　効果の内容及び算定方法について審査した上で算定することができるものとする。

　　　　　なお、効果を重複して計上することのないよう注意するものとする。

　　（３）妥当投資額の算定に用いる還元率は、次式により算定するものとする。
	還元率　＝　
	ｉ×（１＋ｉ）ｎ

	
	（１＋ｉ）ｎ －１


　　　　　　　　　　　　　　ｉ＝割引率＝0.04

	 　　　　　　　　　　　　　 ｎ＝総合耐用年数　＝
	事業費合計額

	
	施設等別年事業費の合計額


	ただし、施設等別年事業費＝　
	施設等別事業費

	
	当該施設耐用年数


                                                     　  

３　廃用損失額の算定は、次式により算定するものとする。

廃用損失額＝既存施設の取得価格×残存率

残存率＝（耐用年数－使用年数）÷耐用年数

ただし、耐用年数は、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号）第５条の規定による処分の制限を受ける期間とする。

　　４　総事業費は、効果の発生に係る施設等の整備のための投下費用の総額とする。

第２　投資効率の算定に用いる年総効果額
　投資効率の算定に用いる年総効果額の算定は、次の１～８に掲げる効果項目により行うものとする。なお、算定の基礎となる数値の算出根拠及びデータの出典も併せて記述するものとする。

　１　取扱額等向上効果

　　（１）年効果額の算定方式等

　　　ア　効果の内容

　　取扱額等向上効果とは、以下に掲げる効果をいう。

　　　　ａ　取扱量向上効果

　当該施設の整備による、売場施設の拡大、取引の効率化等を通じ、食品流通拠点施設全体の取扱量が向上（増加）し、販売額が増加する効果をいう。

　　　　ｂ　品質向上効果

　当該施設の整備による、取扱品目の劣化低減、販売期間の延長等、取扱品目の品質保持の向上等を通じ付加価値が上昇し、販売額が増加する効果をいう。

イ　算定方法

　　　　ａ　取扱量向上効果

　当該食品流通拠点施設全体の取扱量の向上に伴う収益増加分を年効果額として算定する。

　　　　ｂ　品質向上効果

　取扱品目の劣化低減、販売期間の延長等、取扱品目の品質保持の向上等による付加価値上昇に伴う収益の増加分を年効果額として算定する。

（２）年効果額の算定表の様式

　　　　ａ　取扱量向上効果

　　　　　①　施設面積等の拡大によるもの

　　  　　　

	施設
区分

	取扱
品目
名

	施 設 面 積
	取 扱 数 量
	効果
発生量
⑥=
⑤-④

	品目
単価
⑦

	増加収益
⑧=
⑥×⑦
	年効果額

	
	
	現況
①

	計画
②

	増減
③=
②-①

	現況
④

	整備後
⑤

	
	
	
	純益率
⑨

	⑩=
⑧×⑨


	
	 
	㎡

	㎡

	㎡

	t/年

	t/年

	t/年

	千円/t

	千円/年

	%

	千円/年


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　②  取引の効率化等によるもの

　　　　　　　　　　                     

	施設
区分

	効果要因

	取扱品目名

	取 扱 数 量
	効果
発生量
③=
②－①

	品目
単価
④

	増加収益
⑤=
③×④
	年効果額
	

	
	
	
	現況
①

	整備後
②

	
	
	
	純益率
⑥

	⑦=
⑤×⑥

	

	
	
	
	t/年
  
	t/年
   
	t/年
  
	千円/t

	千円/年

	%

	千円/年

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　ｂ　品質向上効果

　　　　　①　取扱品目の品質の劣化低減によるもの

　　　　　　　　　　                    

	
	施設
区分

	効果要因

	取扱
品目
名

	年間
取扱
数量
①

	品質の劣化等による廃棄量
	品目
単価
⑤

	増加収益
⑥=
④×⑤
	年効果額


	
	
	
	
	
	現況
②

	整備後
③

	減少量
④=
③-②

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	純益率
⑦

	⑧=
⑥×⑦


	
	
	
	
	t/年

	t/年

	t/年

	t/年

	千円/t

	千円/年

	%

	千円/年


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　②　取扱品目の品質向上による単価上昇によるもの

	施設
区分

	効果要因

	取扱
品目
名

	年間
取扱
数量
①
	品　目　単　価
	増加収益
⑤=
①×④
	年効果額

	
	
	
	
	現況
②

	整備後
③

	上昇額
④=③-②

	
	純益率
⑥
	⑦=
⑤×⑥

	
	
	
	t/年

	千円/t

	千円/t

	千円/t

	千円/年

	%

	千円/年


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


　２　物流コスト削減効果

　　（１）年効果額の算定方式等

　　　ア　効果の内容

物流コスト削減効果とは、売場施設、駐車施設及び搬送施設等の整備による搬出入路の拡幅や場内動線の改善等により、配送車両の場内滞留時間、荷役作業の短縮及び配送作業の効率化など場内物流にかかる経費が削減される効果をいう。

　　　イ　算定方法

現状の物流にかかる年経費（人件費、車両費等）と整備後の物流にかかる年経費を対比することにより年効果額を計測する。

（２）年効果額の算定表の様式

	
	施設区分

	効果要因

	現況の物流に係る年経費
①
	整備後の物流に係る年経費
②
	年物流ｺｽﾄ削減額
③=①-②

	
	 
	
	千円/年
	千円/年
	千円/年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	
	
	


　３　事務処理効率化効果

　　（１）年効果額の算定方式等

　　　ア　効果の内容

事務処理効率化効果とは、情報処理施設等の整備による、開設者と食品流通拠点施設関係事業者間の許認可申請、伝票等の作成、決済事務の合理化等を通じ、これにかかる経費が削減される効果をいう。

　　　イ　算定方法

現況の事務処理業務にかかる年経費と整備後の事務処理業務にかかる年経費を対比することにより年効果額を計測する。

（２）年効果額の算定表の様式

	
	施設区分

	効果要因

	現況の事務処理業務に係る年経費
①
	整備後の事務処理業務に係る年経費
②
	年事務処理経費削減額
③=①-②


	
	 
	
	千円/年
	千円/年
	千円/年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	
	
	


　４　施設維持管理コスト削減効果

　　（１）年効果額の算定方式等

　　　ア　効果の内容

施設維持管理コスト削減効果とは、老朽化した旧施設を新たな施設に更新することにより、修繕費等の施設の維持管理コストが削減される効果をいう。

　　　イ　算定方法

　現状の施設の維持管理にかかる年経費と整備後の施設の維持管理にかかる年経費を対比することにより、年効果額を計測する。

（２）年効果額の算定表の様式

	
	施設区分

	効果要因

	現況の施設維持管理に係る年経費
①
	整備後の維持管理に係る年経費
②
	年施設維持管理コスト削減額
③=①-②


	
	 
	
	千円/年
	千円/年
	千円/年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	
	
	


　５　廃棄物処理削減効果

　　（１）年効果額の算定方式等

　　　ア　効果の内容

　廃棄物処理削減効果とは、リサイクル施設等の衛生施設の整備により、廃棄物処理にかかる経費が削減される効果をいう。

　　　イ　算定方法

現況の廃棄物処理にかかる年経費と整備後の廃棄物処理にかかる年経費を対比することにより年効果額を計測する。

（２）年効果額の算定表の様式

	
	施設区分

	効果要因

	現況の廃棄物処理に係る年経費
①

	整備後の廃棄物処理に係る年経費
②
	年廃棄物処理費削減額
③=①-②


	
	 
	
	千円/年
	千円/年
	千円/年

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	
	
	


　６　施設活用効果

　　（１）年効果額の算定方式等

　　　ア　効果の内容

　施設活用効果とは、施設整備の実施により、食品流通拠点施設を周辺の住民に対し提供を行う等、食品流通拠点施設の利活用により発生する効果をいう。

　　　イ　算定方法

　食品流通拠点施設の見学、研修等に開放することによる収益の増加額により、年効果額を計測する。

（２）年効果額の算定表の様式

	施設区分

	施設利用形態

	施設料等による収入
①

	年効果額
②=①


	 
	
	千円/年
	千円/年

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


 ７　施設耐震化効果

（１）年効果額の算定方式等

ア　効果の内容

施設耐震化効果とは、以下に掲げる効果をいう。

ａ　復旧経費軽減効果

地震時の食品流通拠点施設倒壊等により生じる復旧に要する経費が軽減する効果をいう。

ｂ　収入遺失軽減効果

地震時の食品流通拠点施設倒壊等により業務が停止した場合の収入の遺失を軽減する効果をいう。

ｃ　資産損失軽減効果

地震時の食品流通拠点施設倒壊等により業務に必要な生鮮食料品等、設備、器具類等の損失を軽減する効果をいう。

イ　算定方法

以下ａ～ｃに掲げる効果を算定した額にｄで設定した地震発生確率を乗じ、年効果額を計測する。

ａ　復旧経費軽減効果

地震が発生した場合における当該施設の整備前後の倒壊等により原形復旧に係る金額を対比し被害額を計測する。なお、復旧には施設の撤去費、処分費等も考慮すること。

ｂ　収入遺失軽減効果

地震が発生した場合における当該施設の整備前後の倒壊等により業務が停止することによる収入の遺失金額を対比し被害額を計測する。

ｃ　資産損失軽減効果

地震が発生した場合における当該施設の整備前後の倒壊等により業務に必要な生鮮食料品等、設備、器具類等の損失金額を対比し被害額を計測する。

ｄ　地震設定・発生確率

地震の発生する確率は地域ごとに異なることから、対象地域において強い揺れに見舞われる回数の期待値を効果額に乗じることにより各効果の適正な評価を行うものとする。

大規模地震の規模や発生確率が都道府県等の地域防災計画で設定されている場合は、これを準用するものとする。また、文部科学省地震調査研究推進本部では「確率論的地震動予測地図」を作成・公表しており、ポアソン過程※に従うと仮定して、地震発生確率を推定することも可能とする。

※ポアソン過程

地震や火事、事故のように、まれにしか発生しない事象は、その発生確率がポアソン分布に従うとされている。ポアソン過程では、年間の発生確率がｘである事象が、Ｎ年間にｋ回発生する場合、Ｎ年間に発生する確率は、「発生しない（ｋ＝０）場合」の排反事象となるので、次式で表される。

　Ｐｒ（ｋ≧１）　＝１－Ｐｒ（ｋ＝０）

＝１－ｅｘｐ（－ｘ・Ｎ）　（１）

例えば、今後30年間における地震の発生確率が65%とされているものとする。（１）に、Ｎ＝30,Ｐｒ＝0.65を代入すると、単年度の発生確率(ｘ)は0.035となる。

（２）年効果額の算定表の様式

	施設区分

	復旧経費軽減額
	収入遺失軽減額
	資産損失軽減額

	
	整備前
①

	整備後
②

	軽減額
③=①-②

	整備前
④

	整備後
⑤

	軽減額
⑥=④-⑤

	整備前
⑦

	整備後
⑧

	軽減額
⑨=⑦-⑧


	
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	 地震発生確率

⑩

	    年効果額

(③+⑥+⑨)×⑩


	%/年
	千円/年

	
	

	
	

	
	


 ８　その他の効果

　第２の１から７まで以外の効果で、大気汚染等の周辺環境の改善等、事業実施施設において独自に算定できることが可能な効果については、下記に記載することができるものとする。

	＜記載例＞

　１　○○効果

　（１）効果の性質・考え方

　（２）効果の具体的な内容

　　　①定性的記述

　　　②具体的数値

　（３）効果把握に当たっての留意点

　２　○○効果

　　・

    ・


　第３　投資効率等の総括
第２により計算した年効果額等は、以下の表にまとめるものとする。

　　　１　年総効果額の総括
                                                        　　　　　　　  (単位：千円/年)

	区　分
	効　果　項　目
	年　効　果　額

	 食品産業活性化効果


	 １ 取扱額等向上効果
	             　　　

	
	   ① 取扱量向上効果
	            　　　

	
	 　② 品質向上効果
	            　　　

	 食品流通コスト削減効果


	 ２ 物流コスト削減効果
	                　 

	
	 ３ 事務処理効率化効果
	                　 

	
	 ４ 施設維持管理コスト削減効果
	                　 

	 環境向上効果
	 ５ 廃棄物処理削減効果
	                　 

	 その他の効果


	 ６ 施設活用効果
	

	
	 ７ 施設耐震化効果
	

	
	 ８ その他の効果
	

	　　　　　　　　　合　　　　計　（年総効果額）
	            　　　 


　　　２　施設の総合耐用年数
                                                        　　　　　　　　   (単位：千円)

	施　　設　　名


	耐用年数

①


	工　 事　 費

②


	年工事費

（減価額）

③＝②÷①

	
	
	
	          

	
	
	
	          

	
	
	
	

	計
	      －
	④
	⑤

	  総合耐用年数＝④÷⑤（小数点第２位四捨五入）


　　　３　廃用損失額
                                                          　　　　　　　　  (単位：千円)

	廃　用　施　設　の　名　称
	廃　用　損　失　額

	     
	   　             

	
	     　          

	
	       　         

	
	

	合　　　　計
	         　       


　　　４　投資効率の総括
	区　　　　　分
	算　　　式
	数　　　値

	 総事業費    
	①
	               千円

	 年総効果額
	②
	千円／年

	 総合耐用年数
	③
	                 年

	 還元率
	④
	               

	 妥当投資額    
	⑤＝②÷④
	               千円

	 廃用損失額
	⑥
	               千円

	 投資効率
	⑦＝（⑤－⑥）÷①
	         


　　　（注）投資効率は小数点以下２桁（３桁切り捨て）まで求めるものとする。

第４　事業導入効果の測定の様式
事業実施主体は、別記に準じて作成するものとする。

